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□本調査は、H21年度からH23年度まで３カ年にわたり実施することとしており、H22年度は2年目である。

Ｈ23年度

Ｈ21年度
（済）

「調査研究」
■国内の緊急通報システムの現状と課題（調査）
■国内外の映像を活用した緊急通報システム（調査）
■映像緊急通報システムの運用（調査、検討）
■映像緊急通報システム導入の効果（調査、検討）
■サービス提供モデル（調査、検討）
■法制度関係（調査）
■試験システムの概要検討
■報告書の作成

「実証試験システムの構築・運用」
■実証試験システムの概要検討、構築・運用
■「次年度本格試験システムの構築・運用」に向けた課題抽出
■報告書の作成

「本格試験システムの構築・運用、評価・提言」
■本格試験システムの検討、構築・運用
■試験結果の検証、評価・提言
■報告書の作成

Ｈ22年度

調査分科会における調全体の方向性
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□オブザーバのご指導をいただきながら、保安電子通信技術協会の下、賛助会員11社を委員とし（分科会
長は東日本電信電話）、調査を行っている。

調査分科会の体制

財団法人 保安電子通信技術協会

[全体総括]

[オブザーバ]
内閣官房
警察庁、警視庁
総務省消防庁、東京消防庁
海上保安庁

（敬称略）

沖
電
気
工
業
㈱

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
・
シ
ス
テ
ム
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
・
ジ
ャ
パ
ン
㈱

㈱
日
立
国
際
電
気

日
本
電
気
㈱

富
士
通
㈱

㈱
ジ
ェ
イ
・
ピ
ー
・
シ
ス
テ
ム
ズ

ソ
ニ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
㈱

日
本
ア
イ
・
ビ
ー
・
エ
ム
㈱

㈱
エ
ヌ
・
テ
ィ
・
テ
ィ
・
ド
コ
モ

東
日
本
電
信
電
話
㈱

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ
㈱

（委員）

（委員）

（委員）

（委員）

（委員）

（委員）

（委員）

（委員）

（分科会長）
（委員）

（委員）
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平成21年度調査分科会の実施状況

H21年 H22年

4月 5
月

6
月

7
月

8
月

9月 10月 11
月

12
月

1
月

2月 3月

分科会 4/24▲
第一回

調査分科会

10/26▲
第二回

調査分科会

3/11▲
第三回

調査分科会

ＷＧ
会議

▲
6/
26

▲
8/
28

▲
9/28

▲
12/
14

▲
2/26

業務 [第一回分科会]
・分科会概要説明

・スケジュールと調
査研究項目の承
認

・委員殿への依頼
事項説明

[第二回分科会]
・中間報告会

・第三回分科会に
向けた活動の決
定

[第三回分科会]

・最終報告会

□調査分科会は、年度始、中間、年度末に各１回、計３回開催した。
□分科会のサブ検討会（ワーキンググループ会議）を、分科会長主催により、分科会長、委員で計５回開催した。

・緊急通報システムの現状と課題
（調査）
・国内外の映像緊急通報システム
（調査）

・映像緊急通報シス
テムの運用、導入
効果（調査、検討）

・サービス提供モデ
ル（調査、検討）

・法制度関係（調査）

・報告書取り
まとめ

・試験システムの概要検討 （モデルやイメージ等の
システムグランドデザイン、構成要素等の検討）
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②映像情報の改ざん検出・防止技術

映像DB(映像・画像・テキスト)

①映像情報の検索技術
①通報者の認証技術

• NGNの回線IDによる認証活用

②映像情報のアップロード手法(PC、携
帯電話機)

• ブローバンド、次世代携帯電話の
技術動向

• 映像+GPS機能開発(PC・携帯電
話機のAP開発含む)

①庁DBとの連携
②民間DBとの連携

庁DB(地図情報、交通渋滞情報、手
配・連絡先住所電話番号、事件事故
現場のヘリテレ映像等)

①投稿者の登録制の実施
②匿名性の場合の対応

通報(通話)
通報内容の提供

通報者

①災害時(震災等)の大量に映像
情報がアップロードされる可能
性(輻輳対応)への対応検討

5.サービス提供モデル

(1)投稿者へのポイント提供のあり方
(2)映像情報のアップロード時の通信
料金の無料化の可能性

(3)動画投稿の現状について

2.国内外の映像を活用した
緊急通報システム

署

6.法制度関係

(1)プライバシー問題

(2)故意の改ざん対策

3.映像緊急通報システムの運用

民間DB(気象・災害情報、テ
レビニュース、ＦＭ文字放送、
インターネット情報等)

(2)通報者からの情報収集

(4)各種DBとの連携
(6)大規模災害・大規模事
故時における運用

(5)映像情報の信憑性保証

(3)映像情報の検索・改ざん検出・防止技術

(1)映像緊急通報データセンターの機能と枠組み ①映像緊急通報データセンターの機能
②映像情報の収集、提供の枠組み

通信指令室

総合指令台

(1)国内関係機関調査

(2)海外関係機関調査

4.映像緊急通報システム導入の効果

(1)運用上の効果

(2)通報者にとっての効果

(3)その他の効果

1.国内の緊急通報システム
の現状と課題

(1)緊急通報システムの現状

(2)緊急通報システムの課題

平成21年度調査分科会の調査研究項目俯瞰
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□平成21年度の調査を通じ、緊急通報に映像を活用することは部隊派遣の有無や編成・規模の推定、派
遣する車両・機材・人員等の適切な判断などに有効であることが確認できた。

□調査結果を踏まえ、映像を活用した緊急通報システムを実現するための今後検討すべき主要な事項は以
下の通り。

平成21年度調査分科会の報告（まとめ）

項目 検討事項 現状、背景、その他関連事項

(1)映像活用の通
報受付フロー

▟映像活用の通報受付フローについて、第一報音声通
報、第二報映像取得とするか、第一報から映像取得を
是とするか。
▟映像を取得する箇所は通報受付台か、または別組織
とするか。
▟音声と映像の同時取得(テレビ電話等)をどのように扱
うか。

映像活用について、2008年9月から
運用しているニューヨーク市警
(NYPD)は、第一報は音声通報とし従
来と同じ911コールセンタで受理し、
受理後、別組織(RTCC：Real Time 
Crime Center)が折り返し電話を通報
者にかけて映像を取得している。

(2)第一報から映
像通報の場合の課
題

①位置情報の取得、②適切な通報先(通報アドレス)の
選択、③通報数の制限、などの課題を検討する必要が
ある。

音声通報がないことによる第一報映
像通報固有の課題が指摘できる。

(3)緊急通報シス
テムの技術的な課
題

①呼び返し機能、②音声と映像の紐付け、③通信キャ
リア間の仕様の共通化、などの課題を検討する必要が
ある。

緊急通報受理機関等へのヒアリング
調査の結果、緊急通報に映像を活用
する際し、左記の事項が課題として指
摘された。(4)緊急通報シス

テムの運用面の課
題

①部隊派遣の遅れ、②緊急通報回線と映像伝送回線
を別回線か、③通報受付の体制、④通報受付の輻輳、
などの課題を検討する必要がある。

(5)携帯電話のカ
メラ撮影に関わる
課題

①不鮮明な映像、②携帯電話機の不適切なカメラ位置、
③携帯電話の撮影被写体の大きさ、などの課題を検討
する必要がある。
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平成21年度調査分科会の報告（まとめ）
項目 検討事項 現状、背景、その他関連事項

(6)通報者に関
わる課題

①プライバシー問題の可能性、②特定年齢層のみの
使用者、などの課題を検討する必要がある。

緊急通報受理機関等へのヒアリング調査
の結果、緊急通報に映像を活用する際し、
左記の事項が課題として指摘された。(7)車内での携

帯電話撮影の課
題

①カメラ映像の明るさ、②映像の鮮明度、③カメラの
フォーカス、④映像の画角、などの課題を検討する必
要がある。

(8)緊急通報受
理機関固有の課
題

①金融機関等からの通報に関わる映像伝送プロトコ
ルの統一(警察)、②組織的な課題として全国統一的
な対応(消防)、海上の携帯電話の利用可能エリア
(海上保安)、などの課題を検討する必要がある。

(9)市民以外か
らの通報

▟一般市民からの通報以外に、金融機関等の非常通
報装置設置機関や警備会社等等仲介機関からの映
像を活用した通報について、どのように扱うか。

緊急通報受理機関等へのヒアリング調査
の結果、緊急通報に映像を活用する際し、
左記の事項が課題として指摘された。
▟金融機関等は機関内に防犯カメラを設
置している。
▟緊急通報サービス会社は契約者から通
報を受付、必要の都度、緊急通報受理機
関に接続している。

(10)報奨制度
について

▟積極的な映像提供の推進等のため、映像活用につ
いて捜査特別報奨金のような報奨制度を設けるかど
うか。

NYPDは映像の通報に特化した報奨制度
が確立されているといった情報はない。

(11)映像情報
のアップロード時
の通信料金

▟音声通報は法的な仕組みがあって無料化しているが、
映像提供に際しての通信料金をどのように扱うか。

NYPDにおいて通信料金の無料化につい
ての議論があるといった情報は確認できて
いない。
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平成21年度調査分科会の報告（まとめ）
項目 検討事項 現状、背景、その他関連事項

(12)映像活用の際
のプライバシー問題

•緊急通報の映像活用において、プライバシー侵害につ
いて違法性を問われる可能性が排除出来ないことから、
プライバシー問題について検討する必要がある。

NYPDの映像活用について、現時点では、そ
ういった問題は一般には指摘されていない。

(13)映像提供の際
の故意の改ざん対
策

•現状でも虚偽通報をした場合、「偽計業務妨害」等とし
て処罰対象となり、映像による緊急通報においても同
様の考えが適用出来ると考えられるが、その違法性に
ついてホームページ等で告知するなど映像の故意の改
ざん対策を検討する必要がある。

NYPDの映像活用について、現時点では、故
意の改ざんといった問題は一般には指摘さ
れていない。

(14)動画投稿サイ
トの活用

•動画投稿サイトを活用した災害・苦情情報等の映像
アップロードを是とするか。
•動画投稿サイトを活用する場合に、投稿映像の信頼性
確保、ポイント制、投稿対象動画、公的機関の参加に
ついて検討する必要がある。

NYPDが特定の動画投稿サイトを活用すると
いった情報はない。
ただし、311番通報については、NYPDの
Webサイトで映像のみのアップロードを受付け
ている。
国内では、現在、複数の中央省庁が動画投
稿サイトYouTube上に公式チャンネルを開設
している。

(15)システム検討 •その他、映像を活用した緊急通報システムの構築に向
け、検討すべき事項
①映像検索技術、映像改ざん防止技術の活用
②携帯電話による撮影映像へのGPS情報添付
③中間スクリーニング機関の位置付けと機能(中間ス
クリーニング機関設置の場合)

④映像情報の保存期間
など

①さまざまな映像検索技術、映像改ざん防
止技術がある(人物検索、WORM技術等)。

②GPS情報添付は携帯各社で共通ではない。
③不正な映像送信対策等のため中間スク

リーニング機関設置が想定される。
④既存の防犯カメラの場合、映像保存期間

が定められている。
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平成22年度調査分科会のスケジュール

H22年 H23年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

調査分科会 6/21

▲
第1回

10/21

▲
第2回

△ ▲
第3回

試
験
・
調
査

□H22年度の調査分科会は、3カ年計画における2年目にあたり、H21年度に映像を活用した緊急通報シス
テムを実現するための課題やシステムのあるべき姿について調査・検討した成果を受けて、以下のスケ
ジュールで、実証試験システムを構築の上、運用し、現在次年度に向けて課題抽出等を実施中である。

第2回保安電子
通信技術セミ
ナー・展示会

(実証試験システムの準備)

(試験項目等の検討) (実証試験システムの運用)

(まとめ・
報告書作成)

<設計、構築>

報告書作成

試験項目等調査

試験システムの構築
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平成22年度調査分科会の調査研究項目

H22年度の調査研究項目は以下の通り。

1.実証試験システムの構築

(1)調査の目的
次年度の本格試験システム構築に向けて、映像を活用
した緊急通報の課題を抽出する。

(2)実証試験システムのモデル
実証試験システムの試験項目等の調査を行うにあたり、
実証試験システムは次の３つのモデルで構成する。

•ベーシックモデル：
映像と音声が同期を取れていないパターン「携帯
電話で撮った映像をメール添付で送信」

•ミディアムモデル：
映像と音声の同期が取れているが画質が十分で
ないパターン「携帯電話を利用したテレビ電話」

•ハイレベルモデル：
映像と音声の同期が取れており、画質もよいパ
ターン「映像伝送装置の活用」

2.試験項目等調査

(1)事前検討項目
①試験対象機関の設定

例）警察、消防、海上保安、など
②試験シーンの選定

例）事故、事件、救急/当事者、第三者、など
③試験シナリオ作り

例）事故（通報者：被害者、第三者など）、など
④シーン毎の評価項目の検討

例）通報者と受理機関とのやり取り、通報者の操
作性、など

(2)試験実施体制検討
①試験参加要員の検討・確保

例）県警、分科会メンバ、など
②試験実施場所の検討

例）路上、建物内、車両内、など

(3)試験後検討項目
①評価項目の見直し

例）定量的評価、定性的評価、など
②課題の抽出

例）技術上の課題、運用上の課題、など



「映像を活用した緊急通報システムに関する調査」
実証試験結果
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通報者

ビデオカメラ 映像伝送装置

データ通信カード

受理機関

(ⅰ)ベーシックモデル

映像(静止画、動画)を添付したメールを送信

携帯電話
(テレビ電話)

携帯電話
(テレビ電話)

テレビ電話による通信

(ⅱ)ミディアムモデル

(ⅲ)ハイレベルモデル

実証試験の3モデルとシステム構成

▟3モデルの内容と実証試験でのシステム構成は次のとおり。

携帯電話 携帯電話

(ⅰ)ベーシックモデル
(映像メール添付)

通報者が映像(静止画、動画)を添付したメールを受理機関に送信するモデル。
受理機関では携帯電話によってメールを受信する。

(ⅱ)ミディアムモデル
(テレビ電話)

通報者がテレビ電話を使い通報するモデル。
受理機関は携帯電話のテレビ電話で受信し、映像はテレビモニタに表示する。

(ⅲ)ハイレベルモデル
(映像伝送装置)

映像伝送装置を用いて映像を伝送するモデル。
受理機関は携帯電話網から映像伝送装置で受信する。

ヘッドセット

音声は双方向
映像は通報者→受理機関の片方向

テレビモニタ
（10インチ）
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実証試験の通報フロー

▟ベーシックモデルでは通報者が映像撮影後通報し、メールに映像を添付し受理機関に送信する。
▟ミディアムモデル(テレビ電話)およびハイレベルモデル(映像伝送装置)では、テレビ電話（映像伝送装置）で

通報し、受理機関の指示で映像を撮影する。

(ⅰ)ベーシックモデル(映像(静止画、動画)メール添付) (ⅱ)ミディアムモデル(テレビ電話)
(ⅲ)ハイレベルモデル(映像伝送装置)

i. 通報者は現場映像等を撮影し、通報する。
ii. 受理機関は、通報受理後、隊員派遣指示を出す。
iii. 受理機関は、映像送信メールアドレスを通報者に伝える。
iv. 通報者は、指定されたメールアドレスに撮影した映像(静止画、動画)

を添付し、メールを送信する。
v. 受理機関は、映像受理後、追加派遣を指示する(静止画添付の場合)。

i. テレビ電話（映像伝送装置）で通報する。
ii. 受理機関は、通報受理後、隊員派遣指示を出す。
iii. 受理機関は、通報者に現場等の映像撮影を指示する。
iv. 通報者は、指示に従い映像を撮影する。
v. 受理機関は、映像受理する。

通報者 受理機関

映像撮影
(静止画、動画)

通報 応答

受理

メールアドレス通知メールアドレス受信

映像添付しメール 映像受理

派遣指示

(追加)
派遣指示

通報者 受理機関

テレビ電話(映像伝送
装置)にて通報

応答

受理

映像撮影指示指示に従い映像撮影

映像受理

派遣指示

音声

音声

映像添付
メール

音声

音声
映像

音声・映像
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通報シナリオ<(ⅰ)ベーシックモデル(映像(静止画/動画)メール添付)のケース>

■「交通事故」(通報者：事故車両運転手)
▟車両の自損事故。事故車両運転手(当事者)が事故車両・同乗車の映像をメール添付で送信する。

– 撮影映像は静止画と動画の2ケースを実施する。

通報者 受理機関

★交通事故発生

(1)事故当事者(運転手)が事故車両(外観、車内)、同
乗車を携帯電話で撮影する

※静止画撮影(2枚・GPS情報埋込)/動画撮影(9秒間)
(2)事故当事者(運転手)が110番通報する
•事故発生連絡
•事故発生時刻連絡
•事故場所・目標物連絡
•事故状況連絡
•通報者の氏名、住所、電話番号連絡

(3)撮影映像があることを伝える

(a)通報受理後、隊員派遣指示する
(b)撮影映像送付のためのメールアドレスを伝える(音声にて)

(4)メールアドレスを確認する(静止画添付：ペンでメモ/
動画添付：携帯電話のマルチ機能)
※マルチ機能：通話しながらメールの送受信が可能

(5)撮影映像をメールに添付し送信する

(c)添付メールを受信する
(d)撮影映像を確認後、追加派遣を指示する(静止画添付の場合)

◎通報シナリオ

通報内容
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実証試験実施の概要

日時 平成22年12月13日（月） 13:30～17:00

場所 財団法人保安電子通信技術協会 第一会議室・第二会議室 （オリナスタワー１９Ｆ）

体制 6名 (内訳)受理機関1名、通報者2名(運転手、同乗者)、総括2名、連絡員1名

配置

第二会議室
【窓】 【窓】

第一会議室第三会議室

【窓】

受理機関

通報者

連絡員

保健室

内廊下

外廊下

Ｎ

総括

保安電子通信
技術協会

総括

▟実証試験は、保安電子通信技術協会会議室において、調査分科会委員参加によって実施した。
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実証試験の時間経過

▟事故発生から通報終了まで(ⅱ)ミディアムモデルが最も短く2分30秒で終了した。
▟これに対し、(ⅰ)ベーシックモデルではアドレス連絡やメール添付の必要性もあり約7分を要した。

説明 (ⅰ)-1 ベーシック
(静止画メール添付)

(ⅰ)-2 ベーシック
(動画メール添付)

事故発生 0:00 0:00

静止画・動画撮影 - -

受理機関通報受信
通報内容確認開始

1:15 0:45
(派遣指示)

通報内容確認終了
派遣指示等開始

2:30
（静止画所持確認、アド

レス連絡意向伝達）

2:29
（動画所持確認、アドレ

ス連絡意向伝達）

派遣指示等終了
メールアドレス連絡開始

2:56
(アドレス復唱なし)

3:01
（アドレス復唱あり）

メールアドレス連絡終了
メール送信操作開始

3:56 4:07

受理機関メール受信
ファイル内容確認開始

6:38 6:14

添付ファイル確認終了
追加派遣指示開始

7:03 6:41

追加派遣指示終了 7:20

説明 (ⅱ)ミディアム
(テレビ電話)

(ⅲ)ハイレベル
(映像伝送装置)

事故発生 0:00 0:00

通報操作開始 - -(装置電源ON)

受理機関通報受信
通報内容確認開始

0:16 1:10

通報内容確認終了
派遣指示開始

1:06 2:15

派遣指示終了
映像撮影指示開始

1:10 2:20

映像撮影指示終了 1:53
(通報者氏名・住所・電

話番号確認)

3:00
(通報者氏名・住所・電

話番号確認)

通報終了 2:30 3:40

(分：秒)
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実証試験のまとめ
▟実証試験結果に基づく3モデルの評価は以下のとおり。

(ⅰ)ベーシックモデル(映像メール添付) (ⅱ)ミディアムモデル(テレビ電話) (ⅲ)ハイレベルモデル(映像伝送装置)

プラス
要因

•通報者・受理機関とも技術・運用とも比
較的容易に対応できる現実的な方式。

•通報と同時に映像が伝送でき、通
報から映像確認まで短時間ですむ
方式。
(スピーカホン使用でよりスムーズ)

•高画質でフォーカス・パン・ズーム等の多
彩な撮影が簡易にできる方式。
(ヘッドセット使用でよりスムーズ)

マイナス
要因

•メールアドレスの連絡や通報者による映
像ファイル添付操作、メール送信に費や
す時間的ロスが発生する。

•テレビ電話が日常的に利用されて
いないことから、テレビ電話操作が
スムーズに行かないことが想定さ
れる。

•現状では、市民による通報活用は困難。

想定される
通報シーン

•事件/事故等現場のリアルな状況の通報
•そのほか、

–受理機関とのコミュニケーションを求め
ない第3者的な映像提供

–コミュニケーションが取れない環境下で
の映像提供

•事件/事故等現場のリアルな状況
の通報

○現状の機器構成で活用
•機器を備えた自宅近くからの通報
•その他、NPO、消防団等による通報

○同等機能搭載の携帯電話で活用
•事件/事故等現場のリアルな状況の通報
※その他、法執行機関内での活用

「映像を活
用した緊
急通報シ
ステム構
築」に向け
ての課題

①受理機関メールアドレスの簡素化と周知
②誤送信によるプライバシー問題
③通報者の映像メール添付操作
④静止画ファイルへのGPS情報埋込登録の簡
易化（GPS情報埋込登録イメージはP21）

⑤通報時のGPS情報送信確認の省略
⑥動画ファイルへのGPS情報埋込の実現
⑦添付送信可能時間の長時間化・容量拡大
⑧音声通報と映像ファイルの紐付け
⑨複数の動画ファイル形式への対応

①受理機関から通報者への撮影指示
の適否の検討

②通報者のテレビ電話操作
③テレビ電話映像へのGPS情報の埋め
込み

④テレビ電話映像の蓄積機能への対応
⑤位置情報通知システムと連動した通
報と蓄積映像の紐付け

⑥異なる複数のテレビ電話方式への対
応

○同等機能搭載の携帯電話で活用
•映像伝送装置と同等機能の携帯電話への
搭載
•その他、左欄「(ⅱ)ミディアムモデル(テレビ
電話)」と同じ課題。

次年度に
向けての
課題

①試験シナリオの詳細化、②他の試験シナリオの検討、③評価項目の追加、④携帯電話操作の習熟度の異なる市民による通
報、⑤機能の異なる携帯電話による通報

（詳細はP20）

ｲﾒｰｼﾞ記載
P22

ｲﾒｰｼﾞ記載
P23

詳細記載
P24
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実証試験のまとめ

■ 「(ⅰ)ベーシックモデル」のメールアドレスの認知について
▟実証試験では、受理機関から連絡するメールアドレスを通報者は次の2つの方法で認知した。

– 紙・ペンでメモする
– 携帯電話のマルチ機能を使用する（通話しながらメールの送受信が可能）

実証試験結果 補足説明・課題等

紙・ペン使用 マルチ機能使用

使用の要件 紙・ペンが必要 •マルチ機能対応携帯電話が必要
•マルチ機能の操作が必要

•紙・ペンがなく/マルチ機能使用不可でも、
容易にアドレスが認知できるように通報ア
ドレスを簡素化する。
(例)110@13(都道府県コード).jp
•アドレスを事前にブックマークに登録され
るように周知し認知度をあげる。

アドレス認知 メモする 携帯電話に打ち込む •紙・ペン使用では、メモ後、携帯電話に打
ち込む時間ロスが発生する。
•マルチ機能使用はマルチ機能操作の習熟
度に依存する。

アドレス打ち
込み

メモ後、携帯電話
に打ち込む
(時間ロスあり)

認知と同時に打ち込む
(時間ロスなし)

特徴
(メリット)

紙・ペンがあれば多
くの市民が認知可
能

携帯電話のスピーカホン使用で携
帯電話を離して打ち込め動作がス
ムーズ。
※ただし、スピーカホン使用は周囲

の雑音環境に依存する。

•通報者がアドレスを誤認すれば、メール送
信不可、または受理機関以外にメールが
送信されれば映像が添付されていること
もありプライバシー問題が発生する可能性
がある。
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実証試験のまとめ

■「(ⅰ)ベーシックモデル」 のGPS情報埋め込み静止画による地図表示
▟受理機関でGPS情報が埋め込まれた静止画ファイルを地図情報に展開することで、撮影場所が特定される。

実証試験場所
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実証試験のまとめ

■「映像を活用した緊急通報システム構築」に向けての課題について((ⅰ)ベーシックモデル)

通報者 受理機関

携帯電話 携帯電話

⑧音声通報と映像ファイルの紐付け
⑨複数の動画ファイル形式への対応

(1)受理機関から通報者へのメールアドレス連絡

①受理機関メールアドレスの簡素化と周知
②誤送信によるプライバシー問題

(2)通報者から受理機関への映像添付メール送信

③通報者の映像メール添付操作
④静止画ファイルへのGPS情報埋込登録の簡易化
⑤通報時のGPS情報送信確認の省略
⑥動画ファイルへのGPS情報埋込の実現
⑦添付送信可能時間の長時間化・容量拡大

(3)受理機関システム
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実証試験のまとめ

■「映像を活用した緊急通報システム構築」に向けての課題について((ⅱ)ミディアムモデル、(ⅲ)ハイレベルモデル)

通報者 受理機関

携帯電話
(テレビ電話)

携帯電話
(テレビ電話)

④テレビ電話映像の蓄積機能への対応
⑤位置情報通知システムと連動した通報

と蓄積映像の紐付け
⑥異なる複数のテレビ電話方式への対応

(1)受理機関から通報者への撮影指示

①受理機関から通報者への撮影指示の適否の検討

(2)通報者から受理機関への撮影映像送信

②通報者のテレビ電話操作
③テレビ電話映像へのGPS情報の埋め込み

(3)受理機関システム

テレビモニタ
（10インチ）
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次年度の本格試験システム構築・運用に向けた課題

課題 理由 事例

①試験シナリオの詳細化
(スクリプト（文言)含む)

各モデル間の時間比較を行う際
に、同一条件とするため

•受理機関メールアドレスの連絡方法(America (アメリカ)の
"A"、 Boston (ボストン)の"B"など)
•受理機関メールアドレスの確認(受理機関から通報者にアド
レス連絡後、通報者に復唱を依頼する)

②他の試験シナリオの検
討

実際に起こり得る他の通報を模
擬するため

•映像撮影を通報後に行う(実証試験では通報前に撮影)
•映像を見て第1次隊員派遣の指示を行う(同、音声のみ通報
で第1次隊員派遣を指示)
•静止画ファイルへのGPS情報埋込登録を撮影直前に行う(同、
埋込登録を事前に行った)
•簡素化したメールアドレスとし聞き取りだけで認知する(同、メ
モ/マルチ機能を活用した)
•映像伝送装置をON状態で事故発生とする(同、OFF状態で
事故発生とした)

③評価項目の追加 きめ細かな評価で広く課題を抽
出するため

•「静止画・動画の撮影」の評価
•「GPS情報埋め込みの登録操作」の評価

④携帯電話操作の習熟
度の異なる市民による通
報

携帯電話操作の習熟度の違いに
よる通報(煩雑性、所要時間等)
を確認するため

•携帯電話操作得意者
•携帯電話操作苦手者
※映像ファイルへのGPS情報埋込登録、映像ファイルのメール

添付、テレビ電話利用などの習熟度の差異

⑤機能の異なる携帯電話
による通報

搭載する携帯電話の機能の違い
による通報(煩雑性、所要時間
等)を確認するため

•スマートフォン(携帯電話網対応のテレビ電話機能がない)
•マルチ機能非搭載携帯電話

▟今年度の実証試験の実施を踏まえ、次年度の試験システム運用に向けた課題として以下があげられる。



米国の映像を活用した緊急通報システムの動き
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FCCの新たな動き

▟米連邦通信委員会（FCC） は、2010年11月23日、911緊急通報システム(日本の110番/119番通報に
相当)をアップデートし、911通報センターでテキストメッセージや静止画、動画を受信できるようにする方針を
発表した（発表はバージニア州アーリントンで行われた）。

▟FCCは、携帯電話からテキスト、静止画、動画を使って現場情報を送ることができれば、緊急時の対応力が大
幅に向上するとしている。

▟FCCによると、米国の911への通報は年間2億3700万件以上（1日当たり65万件以上）に上り、そのうち70
％（1日当たり約45万件）が携帯電話から発信されている。

– 全米の携帯電話利用者は2億7000万以上で、携帯電話は通話よりテキストや静止画、動画の送信に使
われることが多い。

▟ところが、多くの911通報センターはブロードバンドに対応せず、そうしたテキスト、静止画、動画、その他のデ
ータを受信することができない。

▟また、911通報センターのオペレータをこうした技術を使って有効にコミュニケーションする訓練も行われてい
ない。

▟FCCが2010年3月に発表した「全米ブロードバンド計画（National Broadband Plan）」でも、先端技術を活用
するNG(Next Generation)911のビジョンを盛り込んでいる。

▟2010年12月21日には、現在の911通報センターのシステムをブロードバンドに対応しNG911に移行する方
法についてのパブリックコメントを公開した。
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FCCのパブリックコメント

▟FCCが2010年12月21日に公開したパブリックコメントには、現在の911通報センターのシステムをブロード
バンドに対応しNG911に移行する方法に関連して、以下の意見募集が含まれている。

– テキストメッセージやビデオストリーミング、静止画の送信に関する技術的可能性と制限
– 市民のプライバシ問題、特に個人の電子医療データの共有について
– 技術基準と政策基準の開発について
– 市民の啓発と意識向上について
– 政府間連携と公共安全機関内の連携について

ニューヨーク市警の映像 (静止画・動画)を活用した
911緊急通報サービスの取り組み(2008年9月開始)

NENA等によるNG911の検討(2001年NG911提唱)

FCCの今回の発表

NENA：National Emergency Number Association
米国緊急通報電話番号協会
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NG(Next Generation)911 のメリット

◎テキストメッセージによる救援要請
▟多くの米国人(特に障害を持つ人々)は、テキストメッセージによって携帯電話でコミュニケーションしている。
▟緊急事態（特に音声による通報がさらに危険をもたらすような状況下）によっては、救助を要請する唯一手段

がテキストメッセージであるケースがある。
▟NG911に対応した911通報センターであれば、テキストメッセージを受信し、的確に対応することができる。
◎リアルタイムの迅速なレスポンス
▟モバイル機器による静止画・動画は、隊員にリアルタイムな現場状況の把握や場所の特定をもたらし、迅速な

レスポンスが可能になる。
◎自動通報
▟NG911は、人によらずデバイスによる自動通報も実現する。
▟デバイスとして、環境センサやハイウェイカメラ、人体の医療デバイス、テレマティックスなどがあげられる。

インターネット

通信キャリア
(キャリア通信網)

民間緊急連絡対
応サービス

警察
消防
救急

通報(PSTN)

通報(IP)

通報(IP)

通報
(テレマティクス)

PSAP(911通報
受信システム)

PSAP(911通報
受信システム)

NG911

PSAP独自通信網
(IPネットワーク)

PSAP(911通報
受信システム)

警察
消防
救急

警察
消防
救急
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テキストメッセージが受信できなかったことによる悲劇

▟バージニア州アーリントンで行ったFCCの発表の際には、911通報センターで携帯電話等からのテ
キスト、静止画、動画、その他データを、受信することができないことが悲劇をもたらした、として
バージニア工科大学での銃乱射事件を引き合いに出し、この事件を教訓に次のステップに進まな
ければならないとした。

▟この銃乱射事件は約2時間の間に2カ所で発生し、32人が死亡し、29人が負傷した。米国
の学校での銃乱射事件では史上最悪の犠牲者数になった。

▟2007年4月に発生したバージニア工科大学での銃乱射事件では、学生と目撃者が必死にテキ
ストメッセージを911通報センターに送信したが、センターはこれを受信できなかった。

▟FCCは、もしこれらのメッセージを911通報センターが受信できていれば、より速く隊員が現場に
到着できたかもしれない、としている。


